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国土交通省は建設現場の生産性向上の施策として i-Construction を提唱し，そのトップランナー施策であ

る ICT の全面的活用について，平成 28 年度より直轄工事での工事公告を開始した ICT 土工に続き，平成

29 年度からは ICT 舗装工の直轄工事での工事公告を開始する．本稿では，ICT 舗装工の核心的な概念であ

る面管理における管理基準の設定根拠について紹介する． 
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1. はじめに 

 

国土交通省が推進する i-Construction のトップランナー

施策の一つ「ICT の全面的活用」は，土工工事において

3 次元起工測量，3 次元設計データ作成，ICT 施工，3次

元出来形管理及び 3次元データでの納品を行うというも

のであったが，土工だけでは国土交通省の直轄工事にお

ける総人工の 20％程度に過ぎず 1)，対象工種の拡大が求

められていたところ，昨年 9月に政府の「未来投資会議

（第１回）」において，建設現場の生産性を 2025 年度

までに 2割向上させること，また、今後 3年以内に、橋

梁・トンネル・ダムや維持管理等の工事に ICTの活用を

拡大させることを打ち出した． 

このような状況のもと，舗装工事については，これま

でも情報化施工として MCグレーダによる路盤敷均しの

普及が進められていたことや，ICT 土工で作成された各

種データの利活用による工程全体での効率化も期待でき

ることから，平成 29 年度より「ICT 舗装工」として直

轄舗装工事での取り組みを始めることとした． 

具体的取り組みとして，10 の基準類を昨年度末に発

出するとともに，直轄の舗装工事でも「ICT 活用工事」

の公告が始まったところである．この基準類の中でも，

レーザースキャナー（以下「TLS」とする）で得られる

点群データを出来形管理にまで活用するために不可欠な

概念である「面管理」を定めた「出来形管理基準」は，

ICT活用工事を規定する中心的な通知である． 

本稿では，改訂版の出来形管理基準及び規格値，及び

周辺の基準類の技術的背景を記録・整理するとともに，

さらなる改善に向けた建設的な議論を喚起する目的で，

基準改定にあたっての検討や現場検証の状況を紹介する

ものである．  

 

 

2. ICT舗装工における施工管理の概要 

 

平成 29 年度より「ICT 舗装工」として公告する「ICT

活用工事」は， TLS等による３次元起工測量， 3次元設

計データの作成，路盤工における ICT建設機械による施

工（3 次元 MC グレーダもしくは 3 次元 MC ブルドー

ザ）， TLS 等による３次元出来形管理（表層のみ必

須），及び 3次元データの納品を実施することを要件と

している． 

ICT 舗装工における施工管理の手順については，詳細

は新たに策定した「地上型レーザースキャナーを用いた

出来形管理要領（舗装工事編）（案）」に示したが，特

に重要な TLS 等を用いた 3 次元出来形管理の考え方に
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ついて，以下のとおり整理する．  

 

(1) 出来形評価点の生成（グリッドデータ化） 

出来形計測では，事前の精度確認時の使用条件の範囲

内で 10cm メッシュより細かい点群として計測点が取得

される必要がある．ここから出来形評価に供するデータ

（出来形評価用データ）として 1 点/1m2 以上の評価点

（グリッドデータ）を生成させる．グリッドの中央ある

いは格子点に設置する評価点(x,y)の標高値の内挿補完方

法は，評価点を中心とする1m2 以内の実計測点の平均値

あるいは，設計面との差の最頻値に限定した（図-1）． 

 

(2) 出来形管理基準及び規格値 

3 次元の点群データで合否判定を出来るようにするた

め，「面管理」の考え方を導入し，1 点/1m2 以上の評価

点における施工前と施工後の標高差（すなわち「厚

さ」）について規格値を定めるものである．抽出管理か

ら全数管理的な評価となるのを受けて，規格値自体につ

いては従前の厚さの規格値よりは緩和し，詳細は（表-

1）のとおりとした． 

ここで，厚さの管理にに代えて， 3次元設計データの

設計面に対する「標高較差」での管理も可能とした． 

このとき， 3次元設計データの設計面に対してそのま

ま施工をすると，下層が高く仕上がっていた場合に設計

厚さを満たさなくなる等について懸念されることから、

設計面に対して，高さのオフセットにより目標高さを設

定し，その高さとの標高較差で管理することとした．例

えば，上層路盤の目標高さ（図-2）を例にとると，上層

路盤の当初設計高さ（下層路盤の基準高に上層路盤の設

計厚さ分を高さに加えたもの）に，下層路盤の設計基準

高（図-2 の①）と仕上がり高さの標高差の平均値（図-2

の②）をさらに加えたものが，上層路盤の目標高さとな

る． 

また，表-1において幅の評価を省略しているのは，出

来形評価を設計幅員の内側でのみ行うことと，設計厚さ

（表層の場合 5cm程度）に対して厚さの規格値が-17mm

と十分小さく，設計幅に対する不足は必ず厚さ不足とし

て現れることから（図-3），厚さの評価のみで十分とし

た． 

 

基層

表層

厚さ

 
 

図-1 出来形評価用データ生成に関する規定 

 

 

表-1 出来形管理基準及び規格値（舗装・面管理） 

 

工

種 
計測箇所 個々の測

定値 
全点平均 測定間隔 

中

規

模 

小

規

模 

中

規

模 

小

規

模 
表

層 
平坦性 σ=2.4mm以下 1.5m毎 

厚さある

いは標高

較差 

-17 -20 -2 -3 計測は設計幅

員の内側全面

とし、全ての

点で標高値を

算出する。計

測密度は１点

/m2（平面投影

面積当たり）

以上とする。 

基

層 
-20 -25 -3 -4 

上

層

路

盤 

-54 -63 -8 -10 

下

層

路

盤 

基準高及

び厚さ，

あるいは 
標高較差 

±90 -15 
40 

-15 
50 

※厚さは直下層の標高値と当該層の標高値との差で算出 

※厚さを標高較差として評価する場合は，直下層の目標高さ＋

直下層の標高較差平均値＋設計厚さから求まる高さとの差とす

る．なお，この場合は下層路盤基準高の評価に代える． 

 

下層路盤の
設計基準高
＝目標高さ
（①）

目標高さとの
標高較差
の平均（②）

下層路盤（施工済）（当初設計）

（当初設計）
上層路盤（施工目標）

②の量をｵﾌｾｯﾄ

上層路盤の
目標高さ

 
 

図-2 目標高さの設定について 
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厚さの規格値は設計厚さに対して十
分小さいので、設計幅に対する不足
は必ず厚さ不足として現れる。

評価密度
1点／㎡以上

 

図-3 厚さ不足として現れる幅員不足の例 

 
 
3. 出来形管理基準における面管理基準の考え方 

 

出来形管理を効率的に行うために TLS 等により多量

に取得した点群データの活用をするうえで，従来の抽出

管理を前提とした規格値では過剰に厳しいものになると

想定される．そこで ICT 土工同様に 2)，施工の結果のバ

ラツキは正規分布によるものと仮定し，施工実態から不

良率を割り出したうえで，不良率を許容する分布を是と

した上で，全数管理に相応しい規格値を再設定するもの

である． 

(1) 現行管理で想定している不良率の導出 

現行の厚さの管理基準では，1000m2 に 1 点の管理密度

として，10 点計測のうち 1 点まで規格値から外れても

良いとしている．したがって，少なくとも 10％以上の

不良率は織り込んでいると考えられる．面管理すること

で実質的に全数管理を行う場合は，不良率を直接計測す

ることが出来ることから，発注者として受忍すべき不良

率を明らかにする必要がある．そこで，現場実態調査に

より，当該不良率を決定した． 

現行管理で不良率を 10％以上見込んでいる状況を把

握するため，現に合格した舗装工事の現場において施工

精度の実態調査を実施した．図-4で示すように，施工面

上に横断 2m 間隔，縦断 4m 間隔の測点を設け，標高を

別途レベルで計測した． 厚さについては施工前後の標

高差（同一平面上），基準高は施工後の標高値とした． 

2m  

図-4 現場実態調査の模式図 

 

 

 

表-2 実態調査結果 

 
  単位 

mm 
平均 
値 

標準 
偏差 

不良 
率(％) 

(参考) 
規格値 

ｻﾝﾌ゚

ﾙ数 
下

層

路

盤 

中規

模 
基準高 -5 26 11.3 ±40 577 

厚さ 14 43 8.0 -45 577 
小規

模 
基準高 14 22 5.8 ±50 104 
厚さ 5 23 1.0 -45 104 

基層(中規模)厚さ 2 8 10.9 -7 871 

※この表の規格値とは，従来の管理項目における「個々の測定

値」に対する規格値 

 

表-2は，実態調査現場の全計測値について平均値，標準

偏差，現行基準の「個々の測定値」の規格値の範囲外と

なる計測点の割合，すなわちこの調査から判明した不良

率を示した． 

不良率が 10%を超える管理項目についてはその不良率

を採用し，超えないものについては 10%を採用とする．

なお，下層路盤（小規模）や基層（小規模）についても，

施工方法が同じであることから，中規模と同じ不良率を

見込むべきものとした．また，上層路盤については下層

路盤と，基層は表層と施工方法が同じことから，仕上が

り精度に対する能力は同じものとして，それぞれ下層路

盤，表層の結果に準じ，不良率 10%として以後の処理を

行った． 

 

(2) 受忍すべき不良率から上下限管理値の設定 

不良率に規格値を設けて計測後に不良率を求める管理

も可能であるが，現場で良否結果がすぐに判断出来ない

のは不便なので，従来の管理項目における「個々の測定

値」の規格値に対する不良率が実態調査から得られた

P%となる正規分布を合格とすべき分布とし，当該正規

分布に関して不良率が 0.3%となるような上下限値を，

面管理における「個々の測定値」の規格値として再設定

することとした． 

ここで合格とさせるべき正規分布とは，次のとおりで

ある．従来の管理項目における「個々の測定値」の規格

値の上限を SU，下限を SL，10点平均の下限規格値を m，

正規分布における無限小から SL までの累積分布関数が

P%となるときの当該正規分布の標準偏差を σP と置いた

とき，分布の中心が m より大きく，標準偏差が σP より

小さい正規分布である（図-5）． 

 

m，σPと SLの関係は，不良率 Pにより累積分布関数を

計算することで定まる kP により次の式(1)で定められる． 

PPkSL σ=−m  (1) 

 

この正規分布について，新たな下限値 SLnewを不良率
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0.3%（両側に規格値がある場合は 0.15%）となるように

設定すると，累積分布関数を計算することで，m，σ0.3も

しくは σ0.15との関係は次の式(2a)～(2c)で与えられる．な

お，式(2b)，(2c)は両側規格値の場合を想定しており，m

は 0，－SLnew＝SUnewとした． 

 

0.3new 2.75SL σ=−m  (2a) 

0.15new 2.97SL0 σ=−  (2b) 

0.15new 2.97SU0 σ=+  (2c) 

 

 

この式から各管理項目について，適用する不良率 P毎の

kP と，式(2a)～(2c)から，面管理における「個々の測定

値」の下限規格値 SLnew（両側規格値の場合の上限規格

値は SUnew）として再設定したのが表-4である． 

 

σP

SL 10個平均下限値m

0.3％

全数検査で
排除させるべき
正規分布棄却域

棄却域

10％

1.28σP

2.75σP

SLnew

 

図-5 合格とすべき分布の考え方 

 

表-4 面管理における「個々の測定値」規格値候補 

 
  単位mm P% kP M σP SUnew 

SLnew 

下層

路盤 
中規

模 
基準高 5.64 1.59 0 25 ±75 
厚さ 10.9 1.23 -15 24 -81 

小規

模 
基準高 5.64 1.59 0 32 ±94 
厚さ 10.9 1.23 -15 24 -81 

上層

路盤 
厚さ（中規模） 10 1.28 -8 13 -44 

厚さ（小規模） 10 1.28 -10 16 -53 
基 
層 

厚さ（中規模） 10 1.28 -3 5 -16 
厚さ（小規模） 10 1.28 -4 6 -21 

表層 厚さ（中規模） 10 1.28 -2 4 -13 

厚さ（小規模） 10 1.28 -3 5 -16 

 

 

(3) 計測誤差を踏まえた規格値 

ICT 土工同様に 2)，施工精度から得られた規格値案に

計測精度を加えるものとする．土工の出来形管理基準

（面管理）によれば，個々の測定値の規格値に含まれる

計測精度は，最も高い割合で 33%である．一方で，舗装

設計施工便覧に記載のある舗装構成の最小設計厚さは表 

層や基層で 5cm，路盤で 10cm であることから 3)，数量

算出上も計測精度としては，この 10%より小さいことが

望ましいと考えられることから，路盤については計測誤

差として±10mm，基層表層については，±4mm を

SLnew,，SLnew,に加えるものとする． 

その上で，下層路盤の基準高については，中規模の算

出結果に統一の上，土工の規格値導出過程同様に，四捨

五入により 10mm 単位とし±90mm を基準高の個々の測

定値に対する規格値とした．すると，厚さから導出され

る-91mm（計測精度含み）より厳しいかほぼ同等なるこ

とから，厚さについても基準高の規格値を準用した．結

果，表-1のような規格値をセットするに至ったものであ

る．  

 

5. 終わりに 

 

ICT 活用工事（舗装工）における面的な出来形管理手

法は平成 29 年度より開始されたばかりであり，運用初

期においては、様々な課題も発生することが想定される．

基準類を継続的に「カイゼン」していくことは i-

Construction の進め方についての核心的な理念の一つであ

ることから，ICT 活用工事（舗装工）の現場実態を調査

しつつ，今後とも必要なカイゼンには速やかに取り組ん

でいく所存である．  
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